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一　

は
じ
め
に

　

東
日
本
大
震
災
後
、
復
興
財
源
を
め
ぐ
る
論
争
が
世
間
の
注

目
を
集
め
た
。
復
興
財
源
を
増
税
に
求
め
る
べ
き
か
、
国
債
発

行
に
求
め
る
べ
き
か
。
国
債
発
行
に
財
源
を
求
め
る
場
合
に
は
、

そ
の
償
還
期
限
を
何
年
と
す
る
か
と
い
う
議
論
で
あ
る
。
こ
の

論
文
で
は
、
こ
の
問
題
を
検
討
す
る
。
結
論
を
最
初
に
述
べ
る

と
、
現
在
の
国
債
残
高
や
財
政
赤
字
の
規
模
を
考
え
る
と
、
こ

の
問
題
は
取
る
に
足
ら
な
い
些
末
な
問
題
で
あ
る
。
以
下
で
は
、

二
に
お
い
て
今
回
の
震
災
の
被
害
規
模
と
復
興
費
用
に
つ
い
て

述
べ
、
三
に
お
い
て
復
興
財
源
を
ど
こ
に
求
め
る
か
と
い
う
議

論
を
行
う
。
四
で
は
、
復
興
財
源
の
問
題
と
離
れ
て
、
支
出
面
、

特
に
復
興
対
策
の
あ
り
方
に
つ
い
て
簡
単
に
述
べ
る
。

二　

東
日
本
大
震
災
の
規
模

　

表
１
は
国
内
に
お
け
る
最
近
の
巨
大
地
震
の
被
害
を
ま
と
め

た
も
の
で
あ
る
。
東
日
本
大
震
災
の
直
接
被
害
の
大
き
さ
は
、

一
六
兆
円
か
ら
二
五
兆
円
と
見
積
も
ら
れ
、
一
万
五
千
人
以
上

も
の
死
者
を
記
録
し
た
。
こ
れ
は
、
阪
神
大
震
災
の
直
接
被
害

一
〇
兆
円
、
死
者
六
千
人
超
を
は
る
か
に
上
回
る
被
害
で
あ
っ

た
。
ま
た
、
地
震
の
規
模
は
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
九
・
〇
で
あ
っ

た
が
、 

こ
れ
は
、
一
九
〇
〇
年
以
降
に
起
き
た
地
震
の
中
で
世

界
で
も
四
番
目
の
大
き
さ
で
あ
っ
た（（
（

。

　

表
２
は
被
害
額
の
内
訳
を
ま
と
め
た
も
の
で
あ
る
。
内
閣
府

の
推
計
は
複
数
あ
る
が
、「
建
物
等
」（
住
宅
・
宅
地
、
店
舗
・

事
務
所
・
工
場
、
機
械
等
）
の
被
害
額
の
推
計
に
一
〇
兆
円
か

ら
二
〇
兆
円
と
幅
が
あ
り
、
こ
れ
が
推
計
結
果
の
違
い
を
も
た

復
興
財
源
を
ど
う
考
え
る
か（

（
（

報
告
３

法
学
部
教
授　

麻
生
良
文
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発生 地域 GDP GDP 比 マグニチュード 直接被害総額 死者

東日本大震災 2011/03 30 兆円 （6%） 9.0 16―25 兆円 15641 人

岩手・宮城内陸地震 2008/06 12 兆円 （2%） 7.2 0.14 兆円 23 人

中越沖地震 2007/07 9 兆円 （1.7%） 6.8 1.5 兆円 15 人

中越地震 2004/10 9 兆円 （1.7%） 6.8 3 兆円 68 人

阪神淡路大震災 1995/01 20 兆円 （4%） 7.3 10 兆円 6434 人

表 1　最近の巨大地震

* 東日本大震災の死者数は 2011 年 7 月 27 日時点の値
** 表は佐藤主光・小黒一正『震災復興』日本評論社、2011 年、 2 頁　図表 1.1 より

内閣府
（防災担当）

内閣府
（経済財政分析担当）
ケース 1

内閣府
（経済財政分析担当）
ケース 2

阪神大震災
（国土庁）

建物等 約 10 兆 4 千億円 約 11 兆円　　 約 20 兆円　　 約 6 兆 3 千億円

ライフライン施設 約 1 兆 3 千億円 約 1 兆円　　 約 1 兆円　　 約 6 千億円

社会基盤施設 約 2 兆 2 千億円 約 2 兆円　　 約 2 兆円　　 約 2 兆 2 千億円

その他 約 3 兆円　　　
（うち農林水産

約 1.9 兆円）
約 2 兆円　　 約 2 兆円　　 約 5 千億円

総計 約 16 兆 9 千億円 約 16 兆円　　 約 25 兆円　　 約 9 兆 6 千億円

表 2　東日本大震災の被害額

資料：内閣府、平成 23 年 6 月 24 日、記者発表資料
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ら
し
て
い
る（（
（

。
な
お
、
表
の
「
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
施
設
」
と
は
、

水
道
、
ガ
ス
、
電
気
、
通
信
・
放
送
施
設
等
を
指
し
、「
社
会

基
盤
施
設
」
は
河
川
、
道
路
、
港
湾
、
下
水
道
、
空
港
等
の
施

設
な
ど
を
指
す
。
ま
た
、「
そ
の
他
」
に
分
類
さ
れ
る
の
は
農

林
水
産
関
係
施
設
（
農
地
、
漁
港
な
ど
の
農
林
水
産
関
係
施
設
）

や
文
教
、
保
健
医
療
等
の
公
共
施
設
で
あ
る
。

　

大
雑
把
に
い
え
ば
、「
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
施
設
」
と
「
社
会
基

盤
施
設
」
お
よ
び
「
そ
の
他
」
の
一
部
（
文
教
施
設
、
医
療
施

設
）
が
社
会
資
本
に
相
当
し
、「
建
物
等
」
と
「
そ
の
他
」
の

残
り
の
部
分
（
農
地
等
）
が
民
間
資
本
に
相
当
す
る
。
社
会
資

本
の
復
旧
に
は
税
を
投
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
民
間
資

本
の
復
旧
は
自
助
努
力
で
あ
た
る
の
が
原
則
で
あ
る
（
民
間
資

本
に
つ
い
て
は
、
復
旧
に
よ
る
利
益
が
コ
ス
ト
を
上
回
る
な
ら
、
利

潤
の
追
求
が
民
間
資
本
を
効
率
的
な
水
準
に
復
旧
さ
せ
る
）。

　

こ
の
よ
う
な
観
点
か
ら
表
２
を
見
て
い
く
と
、
今
回
の
震
災

で
社
会
資
本
が
受
け
た
被
害
は
阪
神
大
震
災
と
そ
れ
ほ
ど
大
き

な
差
が
あ
る
わ
け
で
は
な
い
こ
と
に
気
づ
く
。
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

と
社
会
基
盤
施
設
の
合
計
被
害
額
は
今
回
の
被
害
が
三
兆
円
か

ら
三
兆
五
千
億
円
で
、
阪
神
大
震
災
の
二
兆
八
千
億
円
を
大
幅

に
上
回
る
わ
け
で
は
な
い
し
、「
そ
の
他
」
の
被
害
に
つ
い
て

も
、
今
回
の
震
災
の
相
当
部
分
は
農
地
等
の
被
害
で
あ
り
、
社

会
資
本
で
は
な
い
。
震
災
後
の
津
波
被
害
の
映
像
や
原
発
事
故

が
余
り
に
シ
ョ
ッ
キ
ン
グ
だ
っ
た
の
で
、
今
回
の
震
災
の
被
害

は
未
曽
有
の
大
き
さ
だ
と
勘
違
い
し
や
す
い
が
、
公
費
で
調
達

す
べ
き
復
興
費
用
は
、
阪
神
大
震
災
を
大
幅
に
上
回
る
も
の
で

は
な
い
と
い
う
こ
と
に
注
意
が
必
要
で
あ
る
。

　

さ
て
、
表
２
の
震
災
の
「
直
接
被
害
額
」
に
は
原
発
事
故
に

伴
う
被
害
額
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。
た
だ
し
、 

一
六
兆
か
ら
二

五
兆
円
と
見
積
も
ら
れ
る
直
接
被
害
額
の
う
ち
、
公
費
で
負
担

す
べ
き
性
格
の
被
害
は
そ
れ
ほ
ど
大
き
く
な
い
。
表
３
に
は
、

平
成
二
三
年
度
補
正
予
算
（
第
三
次
）
の
東
日
本
大
震
災
関
係

経
費
の
内
訳
と
そ
の
財
源
が
示
さ
れ
て
い
る
。
震
災
関
係
経
費

は
総
額
で
お
よ
そ
一
二
兆
円
で
、
そ
の
う
ち
一
一
兆
五
五
〇
〇

億
円
を
復
興
債
で
賄
い
、
そ
の
他
を
税
外
収
入
と
歳
出
削
減
で

賄
う
と
い
う
内
容
で
あ
る
。
復
興
債
の
償
還
期
間
を
め
ぐ
っ
て

は
、
当
初
の
政
府
案
は
一
〇
年
で
あ
っ
た
が
、
最
終
的
に
二
五

年
と
す
る
こ
と
で
自
民
・
公
明
党
と
の
合
意
が
実
現
し
た
と
い

う
経
緯
が
あ
っ
た
。

　

復
興
費
用
の
う
ち
、
公
的
に
賄
う
部
分
が
最
終
的
に
ど
の
程

度
の
大
き
さ
に
な
る
か
は
、
い
ま
だ
不
確
定
で
あ
る
。
こ
の
理

由
は
、
原
発
事
故
が
ま
だ
収
束
し
て
い
な
い
こ
と
が
大
き
い
。

し
か
し
、
他
方
で
、
復
興
の
た
め
の
費
用
は
初
年
度
が
最
も
か
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さ
み
、
時
間
の
経
過
に
伴
っ
て
減
少
し
て
い
く
の
が
普
通
で
あ

る
。
し
た
が
っ
て
、
来
年
度
以
降
も
一
〇
兆
円
の
オ
ー
ダ
ー
の

支
出
が
必
要
に
な
る
と
は
考
え
に
く
い
。
も
し
、
来
年
度
は
今

年
度
の
六
割
、
再
来
年
度
は
来
年
度
の
六
割
と
い
う
よ
う
に
、

支
出
の
大
き
さ
が
指
数
的
に
減
少
し
て
い
け
ば
、
現
在
か
ら
将

来
に
か
け
て
の
総
支
出
は
初
年
度
の
二
・
五
倍
の
規
模
で
収
ま

る
。
こ
の
場
合
、
総
支
出
は
三
〇
兆
円
程
度
で
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の

六
％
の
規
模
で
あ
る
。

三　

復
興
財
源
を
ど
う
考
え
る
か

　

復
興
財
源
を
税
に
求
め
る
か
公
債
発
行
に
求
め
る
か
、
公
債

発
行
に
求
め
る
場
合
に
は
公
債
の
償
還
期
限
を
ど
う
す
べ
き
か

に
つ
い
て
、
当
初
、
か
な
り
の
議
論
が
あ
っ
た（（
（

。
こ
の
節
で
は
、

こ
の
問
題
を
考
え
る
際
の
、
現
在
の
標
準
的
な
経
済
理
論
（
課

税
平
準
化
）
を
紹
介
し
、
そ
の
上
で
、
景
気
対
策
の
観
点
、

「
埋
蔵
金
」
の
活
用
、
所
得
税
か
消
費
税
か
と
い
う
問
題
に
つ

い
て
議
論
す
る
。
さ
ら
に
、
現
在
の
財
政
状
況
と
復
興
費
用
の

数
量
的
な
大
き
さ
を
比
較
す
る
と
、
償
還
期
間
を
ど
の
程
度
と

る
べ
き
か
と
い
う
問
題
は
、
ほ
と
ん
ど
議
論
す
る
に
値
し
な
い

些
末
な
問
題
で
あ
る
こ
と
を
指
摘
す
る
。

財政需要 財源
災害救助等関係費 941 億円 復興債 11 兆 5500 億円
災害廃棄物処理事業費 3860 億円 税外収入 187 億円
公共事業等の追加 1 兆 4734 億円 歳出削減 1648 億円
災害関連融資関係経費 6716 億円
地方交付税交付金 1 兆 6635 億円
東日本大震災復興交付金 1 兆 5612 億円
原子力災害復興関係経費 3558 億円
全国防災対策費 5752 億円
その他 2 兆 4631 億円
年金臨時財源の補てん 2 兆 4897 億円
合計 11 兆 7335 億円 合計 11 兆 7335 億円

表 3　平成 23年度補正予算（第 3次）東日本大震災関係費
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（
１
）　

課
税
平
準
化

　

課
税
平
準
化
（tax sm

oothing

）
と
は
、
戦
争
や
自
然
災
害

な
ど
の
突
発
的
事
態
の
た
め
、
一
時
的
に
政
府
支
出
が
増
加
す

る
場
合
、
増
税
を
し
て
均
衡
財
政
を
守
る
の
で
は
な
く
、
公
債

発
行
に
よ
っ
て
財
源
を
調
達
し
、
税
負
担
の
経
路
を
な
る
べ
く

一
定
に
保
つ
べ
き
だ
と
い
う
考
え
方
で
あ
る
。
税
率
の
急
激
な

変
更
よ
り
も
、
な
る
べ
く
税
率
を
平
準
化
し
た
ほ
う
が
租
税
の

も
た
ら
す
資
源
配
分
上
の
損
失
（
死
重
損
失
）
を
小
さ
く
で
き

る
か
ら
で
あ
る
。

　

例
え
ば
、
一
〇
年
に
一
回
の
自
然
災
害
が
起
き
て
、
一
〇
単

位
の
政
府
支
出
の
増
加
が
必
要
に
な
っ
た
と
す
る
。
均
衡
財
政

を
守
ろ
う
と
す
る
と
、
支
出
の
増
加
し
た
年
に
一
〇
単
位
の
増

税
を
行
い
、
そ
の
後
の
年
の
税
負
担
は
元
の
水
準
に
戻
る
。
一

方
、
課
税
平
準
化
の
考
え
に
よ
れ
ば
、
当
初
の
財
源
は
公
債
発

行
に
よ
っ
て
賄
い
、
そ
れ
を
一
〇
年
か
け
て
徐
々
に
償
還
し
て

い
け
ば
よ
い
。
そ
う
す
れ
ば
、
一
年
あ
た
り
の
増
税
の
規
模
は

一
単
位
に
な
る
。

　

さ
て
、
増
税
一
単
位
あ
た
り
の
死
重
損
失
（
資
源
配
分
上
の

損
失
）
を
一
だ
と
し
よ
う
。
死
重
損
失
の
大
き
さ
は
税
率
の
平

方
に
比
例
す
る
こ
と
が
知
ら
れ
て
い
る
。
つ
ま
り
、
二
単
位
の

増
税
は
、
四
（=

二
の
平
方
）
の
死
重
損
失
を
も
た
ら
し
、
一

〇
単
位
の
増
税
は
一
〇
〇
（=

一
〇
の
平
方
）
の
死
重
損
失
を

も
た
ら
す
。
す
る
と
、
課
税
平
準
化
政
策
を
と
っ
た
場
合
、
一

〇
年
間
に
わ
た
り
一
単
位
の
増
税
を
行
う
が
、
こ
の
場
合
の
死

重
損
失
の
合
計
は
一
×
一
〇
で
一
〇
に
等
し
い
。
一
方
、
均
衡

財
政
を
守
り
、
最
初
の
年
に
一
〇
単
位
の
増
税
を
し
、
残
り
の

九
年
間
の
増
税
を
ゼ
ロ
と
す
る
と
、
最
初
の
年
の
死
重
損
失
は

一
〇
〇
で
、
残
り
の
九
年
間
の
死
重
損
失
は
ゼ
ロ
で
あ
り
、
一

〇
年
間
の
合
計
で
一
〇
〇
の
死
重
損
失
が
発
生
す
る
。
つ
ま
り
、

税
率
を
急
に
引
き
上
げ
た
り
引
き
下
げ
た
り
す
る
と
死
重
損
失

の
合
計
は
大
き
く
な
る
。
死
重
損
失
を
な
る
べ
く
小
さ
く
す
る

た
め
に
は
、
税
率
を
な
る
べ
く
一
定
に
保
つ
必
要
が
あ
る
。
こ

れ
が
、「
課
税
平
準
化
」
の
考
え
方
で
あ
る（（
（

。

　

な
お
、
課
税
平
準
化
は
「
世
代
間
リ
ス
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
」

に
つ
な
が
る
と
い
う
側
面
も
あ
る
。
例
え
ば
、
一
〇
〇
年
に
一

回
の
自
然
災
害
で
必
要
に
な
っ
た
財
政
支
出
を
一
〇
〇
年
か
け

て
負
担
さ
せ
れ
ば
、
世
代
間
で
負
担
を
分
散
で
き
る
。
こ
の
観

点
か
ら
は
、「
子
孫
に
ツ
ケ
を
残
す
べ
き
で
は
な
い
」
の
で
は

な
く
、
子
孫
の
世
代
に
も
薄
く
広
く
負
担
し
て
も
ら
う
こ
と
が

望
ま
し
い
の
で
あ
る
。

　
（
２
）　 

景
気
対
策
・
埋
蔵
金
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復
興
財
源
を
増
税
で
賄
う
と
い
う
議
論
に
つ
い
て
は
、
景
気

対
策
の
観
点
か
ら
望
ま
し
く
な
い
と
い
う
議
論
と
、「
埋
蔵
金
」

を
活
用
す
れ
ば
増
税
な
し
で
復
興
財
源
を
賄
え
る
と
い
う
反
論

が
あ
る
。

　

ま
ず
、
旧
来
の
ケ
イ
ン
ズ
的
な
考
え
方
に
基
づ
い
て
増
税
を

景
気
対
策
の
観
点
か
ら
望
ま
し
く
な
い
と
す
る
議
論
が
あ
る
が
、

こ
の
議
論
は
課
税
平
準
化
の
考
え
方
と
は
全
く
異
な
る
系
統
の

議
論
で
あ
る
。
も
し
、
租
税
が
資
源
配
分
上
の
損
失
を
も
た
ら

さ
ず
（
租
税
が
所
得
効
果
だ
け
を
持
つ
「
定
額
税
」
で
あ
れ
ば
）、

か
つ
、
公
債
の
償
還
ま
で
の
期
間
に
世
代
の
交
代
が
存
在
し
な

け
れ
ば
、
税
負
担
の
タ
イ
ミ
ン
グ
の
変
更
は
何
の
影
響
も
も
た

ら
さ
な
い
と
い
う
有
名
な
命
題
が
あ
る
（「
リ
カ
ー
ド
の
等
価
定

理
」
と
し
て
知
ら
れ
る
命
題
で
あ
る
）。
こ
の
命
題
が
成
立
す
る

な
ら
、
復
興
費
用
の
財
源
を
短
期
間
の
集
中
的
な
増
税
で
賄
お

う
が
、
財
源
を
復
興
債
で
賄
っ
て
、
そ
の
償
還
を
将
来
に
先
送

り
し
よ
う
が
、
そ
の
効
果
は
同
一
で
あ
る（（
（

。
課
税
平
準
化
の
考

え
方
は
、
租
税
が
資
源
配
分
上
の
損
失
を
も
た
ら
さ
な
い
よ
う

な
場
合
に
は
「
リ
カ
ー
ド
の
等
価
定
理
」
の
成
立
を
認
め
る
が
、

租
税
の
資
源
配
分
攪
乱
効
果
が
あ
る
場
合
に
は
、
税
率
を
平
準

化
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
い
う
議
論
で
あ
っ
て
、
近
視
眼
的

な
消
費
行
動
を
前
提
に
し
た
議
論
（
旧
来
の
ケ
イ
ン
ズ
的
な
、

増
税
が
景
気
の
後
退
を
招
く
と
い
う
議
論
）
と
は
異
な
る
の
で
あ

る
。

　

減
税
に
よ
っ
て
景
気
浮
揚
を
図
る
べ
き
だ
（
あ
る
い
は
増
税

は
景
気
後
退
を
も
た
ら
す
の
で
望
ま
し
く
な
い
）
と
い
う
議
論
に

は
別
の
問
題
も
あ
る
。
震
災
後
の
経
済
状
況
は
、
需
要
不
足
の

よ
う
な
ケ
イ
ン
ズ
的
な
状
況
で
は
な
く
、
供
給
制
約
の
あ
る
状

況
で
あ
る
。
ま
た
、
震
災
に
よ
っ
て
大
量
の
資
本
ス
ト
ッ
ク
が

失
わ
れ
た
た
め
、
震
災
後
に
は
、
復
興
の
た
め
の
投
資
需
要

（
民
間
お
よ
び
政
府
）
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
。
そ
う
し
た
状
況

で
消
費
を
刺
激
す
る
よ
う
な
政
策
を
と
れ
ば
、
民
間
投
資
の
ク

ラ
ウ
デ
ィ
ン
グ
・
ア
ウ
ト
が
発
生
し
、
復
興
を
か
え
っ
て
遅
ら

せ
る
結
果
に
つ
な
が
る
。

　
「
埋
蔵
金
」
の
活
用
も
ナ
ン
セ
ン
ス
な
議
論
で
あ
る
。「
埋
蔵

金
」
を
財
源
に
用
い
る
と
い
う
こ
と
は
、
政
府
資
産
を
取
り
崩

す
と
い
う
こ
と
で
あ
り
、
政
府
の
純
債
務
を
増
や
す
と
い
う
こ

と
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
国
債
を
発
行
す
る
と
こ
と
と
基
本
的
に

は
同
じ
で
あ
る
。「
埋
蔵
金
」
を
用
い
て
も
、
将
来
時
点
の
増

税
が
な
く
な
る
わ
け
で
は
な
い（（
（

。

　
（
３
）　

日
本
財
政
の
現
状

　

現
在
の
日
本
の
財
政
状
況
を
み
る
と
、
グ
ロ
ス
の
公
債
残
高
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は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
二
〇
〇
％
に
も
達
し
て
い
る
。
グ
ロ
ス
の
債
務
残

高
か
ら
資
産
を
引
い
た
ネ
ッ
ト
の
公
債
残
高
で
み
て
も
Ｇ
Ｄ
Ｐ

の
一
一
五
％
あ
り
、
こ
れ
ら
の
数
字
は
先
進
国
中
最
悪
で
あ
る（（
（

（O
ECD

 Econom
ic O

utlook, 

二
〇
一
〇
年
六
月
）。
ま
た
、
フ

ロ
ー
の
数
字
で
あ
る
財
政
赤
字
を
み
て
も
、
近
年
で
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ

比
で
八
％
近
い
赤
字
が
継
続
し
て
い
る
（
た
だ
し
、
二
〇
〇
七

年
に
は
財
政
赤
字
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
二
・
八
％
ま
で
縮
小
し
て
い
て
、

二
〇
〇
四
年
か
ら
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
の
直
前
ま
で
は
一
時
的
に

財
政
は
好
転
し
て
い
た
）。
ま
た
、
基
礎
的
財
政
収
支
（
利
払
い

費
を
含
ま
な
い
財
政
収
支
）
に
つ
い
て
も
、
二
〇
一
〇
年
で
は

Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
六
・
四
％
の
赤
字
で
あ
り
、
二
〇
〇
七
年
前
後
に

一
時
的
に
財
政
が
好
転
し
た
時
期
を
除
く
と
、
二
〇
〇
〇
年
以

降
は
ほ
ぼ
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
五
％
か
ら
六
％
程
度
の
赤
字
を
記
録
し

て
い
る
。

　

実
は
、
こ
れ
ら
の
数
字
に
は
表
れ
な
い
も
っ
と
深
刻
な
状
況

を
日
本
は
抱
え
て
い
る
。
そ
れ
は
、
年
金
・
医
療
な
ど
の
「
隠

れ
た
債
務
」
の
問
題
で
あ
る
。
た
と
え
ば
、
公
的
年
金
制
度
は
、

現
在
の
現
役
世
代
に
将
来
の
給
付
を
約
束
し
て
い
る
が
、
そ
れ

は
政
府
に
と
っ
て
は
債
務
で
あ
り
、
通
常
の
国
債
と
同
等
の
性

質
を
持
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
医
療
も
、
高
齢
期
に
支
出

が
集
中
す
る
点
は
年
金
と
同
じ
よ
う
な
性
格
を
も
っ
て
い
て
、

こ
れ
ら
の
支
出
が
、
経
済
全
体
の
高
齢
者
人
口
の
増
加
に
伴
っ

て
、
ほ
ぼ
自
動
的
に
増
加
し
て
い
く
。
こ
う
し
た
「
隠
れ
た
債

務
」
の
規
模
は
、
実
は
非
常
に
大
き
い
。
公
的
年
金
の
場
合
、

厚
生
年
金
に
限
っ
て
も
、
債
務
か
ら
積
立
金
を
引
い
た
「
純
債

務
」
の
大
き
さ
が
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
一
五
〇
％
程
度
は
あ
る
と
考
え
ら

れ
て
い
る
。
医
療
保
険
に
つ
い
て
は
、
公
的
年
金
債
務
の
少
な

く
と
も
半
分
程
度
の
「
隠
れ
た
債
務
」
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

す
る
と
、
年
金
・
医
療
だ
け
で
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
二
〇
〇
％
を
優
に

超
え
る
純
債
務
を
抱
え
て
お
り
、
一
般
的
に
公
表
さ
れ
て
い
る

政
府
の
長
期
債
務
残
高
（
資
産
を
引
い
た
純
債
務
残
高
）
を
加
え

る
と
、
純
債
務
残
高
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
は
三
〇
〇
％
を
軽
く
超
え
て

し
ま
う
。
高
齢
化
社
会
の
負
担
増
と
は
、「
隠
れ
た
債
務
」
の

償
還
時
期
が
到
来
し
た
こ
と
だ
と
考
え
て
も
よ
い
。
こ
の
問
題

に
対
処
す
る
合
理
的
な
方
法
は
、
今
の
う
ち
か
ら
保
険
料
の
引

き
上
げ
や
増
税
を
し
て
政
府
資
産
を
積
み
立
て
、
将
来
の
支
出

増
（「
隠
れ
た
債
務
」
の
償
還
）
に
対
し
て
、
資
産
の
取
り
崩
し

で
対
処
す
る
こ
と
で
あ
る
。
そ
れ
が
世
代
間
の
公
平
性
に
つ
な

が
る
し
、
課
税
平
準
化
を
実
行
す
る
と
い
う
こ
と
で
も
あ
る
。

　

政
府
の
純
債
務
・
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
が
わ
か
る
と
、
現
時
点
の
こ

の
比
率
を
こ
れ
以
上
上
昇
さ
せ
な
い
た
め
に
ど
の
程
度
の
財
政

黒
字
を
出
せ
ば
よ
い
か
（
財
政
破
綻
を
招
か
な
い
た
め
の
最
低
条
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件
で
あ
る
）
を
簡
単
に
計
算
で
き
る
。
経
済
成
長
率
等
が
一
定

の
世
界
を
考
え
る
と
、
純
債
務
・
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
に
経
済
成
長
率

マ
イ
ナ
ス
利
子
率
を
乗
じ
た
分
に
等
し
い
基
礎
的
財
政
収
支
の

黒
字
が
、
現
在
か
ら
将
来
に
か
け
て
永
久
に
必
要
に
な
る
の
で

あ
る
。
純
債
務
・
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
が
三
・
〇
、
経
済
成
長
率
と
利

子
率
の
ギ
ャ
ッ
プ
が
一
％
な
ら
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
三
％
の
基
礎
的

財
政
収
支
の
黒
字
が
（
永
久
に
）
必
要
に
な
る
。
二
〇
一
〇
年

時
点
で
の
基
礎
的
財
政
収
支
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
六
％
の
赤
字
で
あ

る
か
ら
、
こ
れ
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
一
〇
％
近
い
基
礎
的
財
政
収

支
の
改
善
が
必
要
に
な
る
こ
と
を
意
味
す
る
、
金
額
で
い
え
ば
、

五
〇
兆
円
の
大
き
さ
で
あ
る
。
年
金
・
医
療
な
ど
の
「
隠
れ
た

債
務
」
を
無
視
し
て
も
、
純
債
務
・
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
は
一
〇
〇
％

を
超
え
る
か
ら
、
こ
の
水
準
を
維
持
す
る
だ
け
で
も
、
基
礎
的

財
収
支
の
改
善
幅
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
七
％
（
三
五
兆
円
）
必
要
で
あ

る
。
現
在
の
財
政
状
況
は
、
名
目
経
済
成
長
率
の
引
き
上
げ
で

解
消
で
き
る
よ
う
な
状
況
で
は
な
い
し
、
支
出
削
減
で
対
処
で

き
る
よ
う
な
状
況
で
も
な
い
。

　
（
４
）　 

復
興
財
源
を
ど
う
賄
う
か

　

課
税
平
準
化
、
世
代
間
リ
ス
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
の
議
論
を
今

回
の
復
興
財
源
に
適
用
す
れ
ば
、
当
面
は
公
債
発
行
で
財
源
を

調
達
し
、
公
債
の
償
還
を
十
分
に
時
間
を
か
け
て
行
え
ば
よ
い

と
い
う
議
論
に
な
る
。
例
え
ば
、
一
〇
〇
年
に
一
回
の
規
模
の

災
害
に
対
処
す
る
た
め
に
は
、
公
債
償
還
の
期
間
を
一
〇
〇
年

と
し
、
税
負
担
を
一
〇
〇
年
間
に
分
散
さ
せ
れ
ば
よ
い
。
と
こ

ろ
が
、
今
回
の
震
災
の
復
興
財
源
の
規
模
は
そ
れ
ほ
ど
大
き
く

な
い
。
平
成
二
三
年
度
予
算
の
震
災
関
係
費
用
は
一
二
兆
円

（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
二
・
四
％
）
で
あ
っ
た
。
次
年
度
以
降
も
震
災
被
害

に
関
係
し
た
支
出
が
発
生
す
る
が
、
そ
の
合
計
規
模
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ

の
五
︱
六
％
か
ら
せ
い
ぜ
い
の
と
こ
ろ
一
〇
％
程
度
の
も
の
だ

ろ
う（（
（

。
こ
れ
は
、
財
政
破
綻
を
避
け
る
た
め
に
必
要
な
財
政
収

支
の
改
善
幅
程
度
の
水
準
で
あ
る
。
な
お
、
財
政
破
綻
を
避
け

る
た
め
に
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
一
〇
％
程
度
の
増
税
を
永
遠
に
続
け

る
必
要
が
あ
る
の
に
対
し
、
今
回
の
復
興
財
源
は
た
か
だ
か
Ｇ

Ｄ
Ｐ
の
一
〇
％
程
度
の
増
税
を
一
度
き
り
行
え
ば
良
い
の
で
あ

る
。
ま
た
、「
隠
れ
た
債
務
」
の
大
き
さ
は
少
な
く
と
も
Ｇ
Ｄ

Ｐ
の
三
〇
〇
％
は
あ
る
か
ら
、
復
興
費
用
の
三
〇
倍
以
上
も
の

大
き
さ
で
あ
る
。
つ
ま
り
、
財
政
的
に
は
、
今
回
の
震
災
よ
り

も
、
現
在
の
財
政
状
況
の
ほ
う
が
大
災
害
な
の
で
あ
る
。

　

な
お
、
復
興
債
の
償
還
期
間
は
、
当
初
の
政
府
案
で
は
一
〇

年
で
あ
っ
た
が
、
自
民
・
公
明
党
と
の
話
し
合
い
の
過
程
で
二

五
年
に
延
長
さ
れ
た
。
ま
た
、
議
論
の
過
程
で
は
、
建
設
国
債
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の
償
還
期
間
六
〇
年
の
ほ
う
が
妥
当
で
は
な
い
か
と
い
う
意
見

も
あ
っ
た
。
し
か
し
、
こ
れ
ま
で
の
議
論
で
明
ら
か
な
よ
う
に
、

償
還
期
間
を
一
〇
年
に
す
る
か
六
〇
年
に
す
る
か
は
、
現
在
の

財
政
状
況
か
ら
す
る
と
、
ど
う
で
も
い
い
問
題
で
あ
る
。
復
興

費
用
の
総
額
が
仮
に
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
五
％
だ
と
し
て
、
一
〇
年
で
償

還
す
れ
ば
、
一
年
あ
た
り
の
増
税
額
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
〇
・
五
％
に

過
ぎ
な
い
。
そ
れ
を
二
五
年
に
延
ば
せ
ば
一
年
あ
た
り
の
増
税

額
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
〇
・
二
％
に
低
下
す
る
。
財
政
破
綻
を
避
け
る

た
め
の
増
税
額
の
大
き
さ
に
比
べ
れ
ば
、
そ
れ
ら
は
ど
う
で
も

い
い
数
字
で
あ
る
。

　

最
後
に
、
復
興
債
の
財
源
を
所
得
税
に
求
め
る
べ
き
か
消
費

税
に
求
め
る
べ
き
か
と
い
う
問
題
に
も
触
れ
て
お
こ
う（（（
（

。
こ
の

問
題
も
復
興
財
源
の
数
量
的
規
模
を
考
え
る
と
あ
ま
り
重
要
な

問
題
で
は
な
い
の
だ
が
。
こ
の
問
題
は
、
直
接
税
か
間
接
税
か

と
い
う
問
題
と
、
課
税
ベ
ー
ス
と
し
て
所
得
と
消
費
の
ど
ち
ら

が
望
ま
し
い
か
と
い
う
二
つ
の
問
題
に
分
解
で
き
る
。
第
一
の

問
題
に
つ
い
て
は
次
の
よ
う
な
議
論
が
で
き
る
。
償
還
財
源
の

負
担
を
求
め
る
場
合
、
被
災
者
で
あ
る
な
ど
の
個
人
的
な
事
情

を
斟
酌
す
る
必
要
が
あ
れ
ば
直
接
税
に
求
め
る
べ
き
で
あ
る
。

た
だ
し
、
個
人
的
な
事
情
は
、
間
接
税
増
税
と
被
災
者
に
対
す

る
直
接
的
な
支
出
措
置
を
同
時
に
実
行
す
る
こ
と
で
も
対
処
で

き
る
。
問
題
は
ど
ち
ら
の
行
政
コ
ス
ト
が
安
上
が
り
で
あ
る
か

だ
け
に
な
り
、
結
局
、
直
接
税
か
間
接
税
か
と
い
う
問
題
は
そ

れ
ほ
ど
重
要
で
は
な
い
。
第
二
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
あ
る
時

点
で
消
費
税
（
消
費
型
付
加
価
値
税
）
を
導
入
す
る
と
、
所
得

の
乏
し
い
高
齢
者
に
も
一
定
の
負
担
を
求
め
る
こ
と
に
な
る
が
、

そ
れ
が
適
切
か
と
い
う
問
題
を
考
え
れ
ば
よ
い
。
適
切
で
な
け

れ
ば
、
所
得
税
も
し
く
は
支
出
税
（
直
接
税
タ
イ
プ
の
消
費
課

税
）
に
す
る
か
、
あ
る
い
は
消
費
税
と
高
齢
者
へ
の
支
出
措
置

を
組
み
合
わ
せ
て
実
行
す
れ
ば
い
い
だ
け
の
話
で
あ
る（（（
（

。

四　

災
害
リ
ス
ク
の
対
処
法

　

前
節
で
は
、
復
興
の
た
め
の
財
政
支
出
が
与
え
ら
れ
て
い
る

と
き
、
そ
の
た
め
の
財
源
を
ど
う
調
達
す
べ
き
か
に
つ
い
て
議

論
し
た
。
こ
の
節
で
は
、
復
興
の
た
め
の
支
出
の
あ
り
方
に
つ

い
て
議
論
す
る
。
第
一
は
事
後
的
救
済
が
事
前
の
資
源
配
分
に

与
え
る
影
響
の
問
題
、
第
二
は
被
災
者
支
援
に
つ
い
て
一
般
の

所
得
再
分
配
政
策
と
の
整
合
性
の
問
題
、
第
三
は
原
発
事
故
の

賠
償
責
任
の
あ
り
方
、
そ
し
て
最
後
に
そ
の
他
の
問
題
を
指
摘

す
る
。
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（
１
）　 

事
後
的
救
済
と
事
前
の
資
源
配
分

　

自
然
災
害
等
の
被
害
者
の
救
済
は
、
災
害
が
起
こ
っ
た
後
の

観
点
か
ら
は
正
当
の
よ
う
に
思
え
る
か
も
し
れ
な
い
が
、
事
前

の
観
点
か
ら
は
望
ま
し
く
な
い
場
合
が
あ
る
。
こ
れ
は
、
事
後

的
救
済
が
、
事
前
の
行
動
を
変
化
さ
せ
、
結
果
と
し
て
望
ま
し

く
な
い
結
果
を
も
た
ら
す
場
合
が
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
次
の
洪

水
被
害
者
の
救
済
の
問
題
を
例
に
し
て
、
こ
の
問
題
を
考
え
て

み
よ
う
。

　

あ
る
河
川
で
洪
水
が
起
き
た
。
洪
水
が
発
生
し
た
後
の
政
府

に
と
っ
て
の
最
適
解
は
洪
水
被
害
者
を
救
済
す
る
こ
と
で
あ
る
。

し
か
し
、
洪
水
被
害
が
生
じ
て
も
政
府
が
必
ず
救
済
し
て
く
れ

る
な
ら
、
洪
水
の
危
険
性
の
高
い
と
こ
ろ
に
住
民
が
集
ま
る
か

も
し
れ
な
い
。
そ
れ
は
、
結
果
と
し
て
、
洪
水
の
被
害
者
の
増

加
と
救
済
の
た
め
の
財
政
的
負
担
の
増
加
を
も
た
ら
す
。
し
た

が
っ
て
、
洪
水
が
発
生
す
る
以
前
の
時
点
に
お
け
る
最
適
な
政

策
は
、
万
が
一
洪
水
が
発
生
し
て
も
被
害
者
を
救
済
し
な
い
と

政
府
が
ア
ナ
ウ
ン
ス
し
、
そ
の
宣
言
を
住
民
に
信
じ
さ
せ
る
こ

と
で
あ
る
。
そ
う
す
れ
ば
、
住
民
は
洪
水
の
危
険
性
の
高
い
地

域
に
は
住
も
う
と
せ
ず
、
救
済
の
た
め
の
財
政
的
負
担
も
発
生

し
な
い
。
こ
れ
が
事
前
の
最
適
解
で
あ
る
。

　

事
前
の
意
味
で
の
最
適
解
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
事
後
的

な
救
済
を
一
切
行
わ
な
い
と
い
う
断
固
た
る
態
度
が
必
要
だ
が
、

現
実
の
政
府
の
意
思
決
定
に
お
い
て
は
、
事
前
の
最
適
解
と
矛

盾
す
る
事
後
的
救
済
が
行
わ
れ
る
こ
と
が
し
ば
し
ば
あ
る
。
事

前
の
最
適
解
と
事
後
の
最
適
解
が
一
致
し
な
く
な
る
問
題
は
、

「
時
間
非
整
合
性
（tim

e inconsistency

）
の
問
題
」
と
呼
ば

れ
る
。
事
後
的
救
済
は
、
政
府
の
意
思
決
定
に
関
わ
る
人
の
時

間
視
野
が
短
か
っ
た
り
、
被
害
者
の
救
済
費
用
が
被
害
者
以
外

に
転
嫁
さ
れ
た
り
す
る
場
合
に
起
こ
り
や
す
い
。

　

今
回
の
震
災
被
害
に
つ
い
て
言
え
ば
、
さ
ま
ざ
ま
な
事
後
的

な
救
済
策
が
、
被
害
の
危
険
性
の
高
い
地
域
（
地
盤
の
弱
い
地

域
、
木
造
住
宅
の
密
集
地
域
、
津
波
や
洪
水
被
害
の
危
険
性
の
高
い

地
域
等
）
へ
の
居
住
を
促
す
効
果
を
持
つ
。
ま
た
、
保
険
で
対

処
で
き
る
よ
う
な
問
題
を
政
府
が
肩
代
わ
り
す
る
こ
と
で
、
保

険
市
場
の
機
能
を
損
ね
て
し
ま
う
。
例
え
ば
、
事
後
的
救
済
が

な
い
場
合
、
災
害
リ
ス
ク
の
高
い
地
域
の
地
価
は
、
災
害
リ
ス

ク
の
低
い
地
域
の
地
価
に
比
べ
て
、
リ
ス
ク
の
差
だ
け
低
く
な

る
。
す
る
と
、
リ
ス
ク
の
高
い
地
域
に
住
も
う
と
す
る
人
は
住

宅
の
取
得
コ
ス
ト
が
低
く
な
る
が
、
そ
の
分
を
保
険
料
と
し
て

支
払
え
ば
、（
理
想
的
な
状
況
で
は
）
リ
ス
ク
の
低
い
地
域
に
住

む
こ
と
と
無
差
別
に
な
る
。
こ
の
場
合
、
公
的
資
金
は
一
切
使

わ
ず
、
自
己
責
任
で
災
害
リ
ス
ク
に
対
処
で
き
る
。
し
か
し
、
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事
後
的
救
済
を
行
う
と
、
災
害
リ
ス
ク
は
十
分
に
地
価
に
反
映

さ
れ
な
く
な
る
し
、
保
険
市
場
の
発
展
も
阻
害
さ
れ
る
。
ま
た
、

安
全
な
地
域
の
住
民
に
も
救
済
の
負
担
を
負
わ
せ
る
と
い
う
問

題
も
生
じ
る
。

　
（
２
）　

一
般
の
所
得
分
配
政
策
と
の
整
合
性

　
「
被
災
者
生
活
再
建
支
援
制
度
」
は
、
自
然
災
害
に
よ
っ
て

住
宅
を
全
壊
ま
た
は
半
壊
し
た
人
に
対
し
支
援
金
を
支
給
す
る

制
度
で
あ
る
。
住
宅
被
害
の
程
度
に
応
じ
た
「
基
礎
支
援
金
」

（
最
大
一
〇
〇
万
円
）
と
、
住
宅
再
建
方
法
に
応
じ
て
支
給
す
る

「
加
算
支
援
金
」（
最
大
二
〇
〇
万
円
）
か
ら
、
合
計
で
最
大
三

〇
〇
万
円
ま
で
の
支
援
金
が
支
給
さ
れ
る
。
し
か
し
、
自
然
災

害
で
財
産
を
失
っ
た
と
し
て
も
、
政
府
は
そ
の
補
償
を
し
な
い

と
い
う
の
が
本
来
の
原
則
で
あ
る
。
ま
た
、
補
償
の
対
象
を
自

然
災
害
の
被
災
者
に
限
定
す
る
こ
と
も
、
他
の
理
由
で
財
産
を

失
っ
た
人
と
の
公
平
性
が
保
た
れ
な
い
と
い
う
問
題
が
あ
る
。

さ
ら
に
、
一
般
の
所
得
再
分
配
政
策
と
の
整
合
性
も
保
た
れ
な

い
。
例
え
ば
、
支
援
金
を
受
け
取
る
被
災
者
の
中
に
は
、
地
震

に
よ
っ
て
住
宅
を
失
っ
た
が
、
住
宅
を
再
建
す
る
の
に
十
分
な

資
産
も
所
得
も
あ
る
と
い
う
人
が
い
る
か
も
し
れ
な
い
。
も
ち

ろ
ん
、
被
災
者
は
多
様
で
、
新
築
し
た
ば
か
り
の
住
宅
を
失
い
、

巨
額
の
住
宅
ロ
ー
ン
だ
け
が
残
っ
た
と
い
う
人
も
い
る
だ
ろ
う
。

し
か
し
、
ど
の
よ
う
な
場
合
で
も
、
支
援
策
は
、
一
般
の
所
得

再
分
配
政
策
と
整
合
性
を
保
つ
よ
う
な
も
の
で
あ
る
べ
き
だ
。

　

被
災
者
に
対
す
る
住
宅
再
建
の
た
め
の
特
別
の
支
援
策
は
必

要
で
は
な
い
と
い
う
議
論
に
対
す
る
一
般
的
な
反
応
は
、
そ
う

い
う
理
屈
で
割
り
切
れ
る
だ
ろ
う
か
と
い
う
も
の
だ
ろ
う
。
割

り
切
れ
な
さ
が
残
る
の
は
、
現
在
の
所
得
再
分
配
政
策
自
体
に

問
題
が
あ
る
か
ら
だ
。「
所
得
」
の
測
り
方
が
問
題
な
の
で
あ

る
。

　

ま
ず
、
所
得
の
定
義
を
明
確
に
し
よ
う
。
所
得
を
労
働
所
得

と
資
本
所
得
（
利
子
、
配
当
、
地
代
収
入
、
事
業
か
ら
の
収
益
）

に
分
解
す
る
。
労
働
所
得
を
ｗ
、
資
本
所
得
を
ａ
で
表
し
、

w
+

a

を
「
所
得
Ｉ
」
と
呼
ぶ
こ
と
に
し
よ
う
。
と
こ
ろ
で
、

個
人
は
住
宅
等
の
耐
久
財
を
借
金
で
購
入
し
て
い
る
か
も
し
れ

な
い
。（
毎
期
の
）
借
金
の
利
払
い
を
ｄ
と
す
る
と
、w

+
a

‒
d

を
「
所
得
Ⅱ
」
と
呼
ぶ
。
ａ
は
グ
ロ
ス
の
資
本
所
得
で
あ
る
が
、

a
‒

d

は
ネ
ッ
ト
の
資
本
所
得
で
あ
る
。理
論
的
に
はw

+
a

‒
d

の
「
所
得
Ⅱ
」
の
ほ
う
が
正
し
い
所
得
概
念
で
あ
る（（（
（

。

　

と
こ
ろ
が
、「
所
得
Ⅱ
」
の
定
義
で
も
、
ま
だ
不
十
分
な
点

が
あ
る
。
そ
れ
は
、
持
ち
家
か
ら
の
居
住
サ
ー
ビ
ス
の
扱
い
で

あ
る
。
持
ち
家
か
ら
の
居
住
サ
ー
ビ
ス
の
消
費
に
金
銭
的
な
支
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払
は
存
在
し
な
い
が
、
理
論
的
に
は
、
持
ち
家
か
ら
（
毎
期
）

居
住
サ
ー
ビ
ス
が
生
産
さ
れ
、
そ
れ
を
家
計
が
た
だ
ち
に
消
費

し
て
い
る
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
（
賃
貸
住
宅
と
の
対
比
で

考
え
よ
）。
こ
れ
を
帰
属
家
賃
と
呼
ぶ
。
実
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
こ

の
帰
属
家
賃
を
含
ん
だ
生
産
額
の
概
念
で
あ
る
。

　

こ
の
帰
属
家
賃
を
ｈ
で
表
し
、w

＋
a−

d＋
h

を
「
所
得

Ⅲ
」
と
呼
ぶ
こ
と
に
し
よ
う
。「
所
得
Ⅱ
」
の
定
義
の
所
得
で

は
、
賃
貸
住
宅
に
住
む
人
と
持
ち
家
に
住
む
人
の
状
況
を
正
し

く
比
較
で
き
な
い
が
、「
所
得
Ⅲ
」
を
用
い
れ
ば
正
し
い
比
較

が
で
き
る
。「
所
得
Ⅲ
」
に
は
個
々
の
家
計
の
経
済
状
態
が
正

し
く
集
約
さ
れ
て
い
る
か
ら
、
こ
の
所
得
の
定
義
を
も
と
に
再

分
配
政
策
を
実
施
す
れ
ば
、
被
災
者
に
対
す
る
支
援
は
、
一
般

の
再
分
配
政
策
の
中
に
位
置
づ
け
ら
れ
る
は
ず
だ
。

　

住
宅
を
失
っ
た
人
の
状
況
は
、「
所
得
Ⅰ
」
と
「
所
得
Ⅱ
」

の
定
義
の
も
と
で
は
何
も
考
慮
さ
れ
な
い
。
賃
貸
住
宅
に
住
ん

で
い
て
被
災
し
た
人
と
自
宅
に
住
ん
で
い
て
被
災
し
た
人
と
の

比
較
で
は
、（
ｈ
が
カ
ウ
ン
ト
さ
れ
な
い
の
で
）
被
災
前
に
は
持

ち
家
に
住
む
人
が
有
利
に
扱
わ
れ
て
い
た
。
ま
た
、「
所
得
Ⅰ
」

の
も
と
で
は
、
住
宅
を
失
っ
て
巨
額
の
住
宅
ロ
ー
ン
が
残
っ
た

人
は
か
な
り
不
利
に
扱
わ
れ
る
が
、「
所
得
Ⅱ
」
の
も
と
で
は
、

利
払
い
費
ｄ
が
残
っ
た
こ
と
は
考
慮
さ
れ
る
（
ｈ
を
失
っ
た
こ

と
を
考
慮
さ
れ
な
い
が
）。

　
「
所
得
Ⅲ
」
の
定
義
な
ら
、
住
宅
の
喪
失
は
帰
属
家
賃
ｈ
が

ゼ
ロ
に
低
下
し
た
と
い
う
こ
と
で
考
慮
さ
れ
る
。
ロ
ー
ン
で
新

築
し
た
ば
か
り
の
住
宅
を
失
っ
た
場
合
に
は
、
利
払
い
費
の
ｄ

の
部
分
が
長
期
に
わ
た
っ
て
残
る
と
い
う
か
た
ち
で
、
そ
の
人

の
経
済
状
況
の
悪
化
は
考
慮
さ
れ
る
。
ま
た
、
住
宅
を
失
っ
て

も
、w

＋
a−

d

が
十
分
に
高
い
人
に
は
再
分
配
の
対
象
に
な

ら
な
い
。
さ
ら
に
、
賃
貸
住
宅
に
住
ん
で
い
て
被
災
し
た
人
と

持
ち
家
に
住
ん
で
い
て
被
災
し
た
人
の
間
の
公
平
性
も
保
た
れ

る
。
自
宅
を
失
っ
た
人
が
自
宅
を
立
て
直
す
場
合
と
賃
貸
住
宅

に
移
る
場
合
の
取
り
扱
い
も
中
立
的
で
あ
る
。

　
（
３
）　

原
発
事
故
の
損
害
賠
償
責
任

　

原
発
事
故
の
後
、
東
京
電
力
の
賠
償
問
題
が
マ
ス
コ
ミ
を
に

ぎ
わ
し
た
。
そ
こ
で
は
、
主
に
、
東
京
電
力
の
責
任
問
題
に
焦

点
が
あ
て
ら
れ
た
が
、
こ
こ
で
は
、
損
害
賠
償
ル
ー
ル
の
あ
り

方
が
、
事
故
に
対
す
る
事
前
の
注
意
活
動
の
水
準
に
ど
の
よ
う

な
影
響
を
与
え
る
か
を
考
え
よ
う
。「
法
と
経
済
学
」
の
分
野

で
は
交
通
事
故
の
損
害
賠
償
ル
ー
ル
は
ど
う
あ
る
べ
き
か
と
い

う
問
題
が
論
じ
ら
れ
る
が
、
ち
ょ
う
ど
こ
の
問
題
が
原
発
事
故

と
損
害
賠
償
の
問
題
に
適
用
で
き
る
。
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原
発
事
故
の
問
題
は
、
事
故
の
加
害
者
か
ら
被
害
者
へ
の
一

方
向
の
「
外
部
性
」
を
考
え
る
「
一
方
向
モ
デ
ル
」
で
考
え
れ

ば
よ
い
。
こ
の
モ
デ
ル
で
は
、
事
故
の
損
害
賠
償
ル
ー
ル
が
、

加
害
者
の
事
前
の
注
意
活
動
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
与
え
る
か

が
分
析
さ
れ
る
。
そ
の
結
果
は
、
厳
格
責
任
ル
ー
ル
（
加
害
者

が
損
害
額
の
全
額
を
負
担
す
る
）
及
び
過
失
責
任
ル
ー
ル
（
加
害

者
が
注
意
義
務
を
怠
っ
た
場
合
に
の
み
損
害
額
を
負
担
し
、
注
意
義

務
を
果
た
し
て
い
れ
ば
損
害
賠
償
の
責
任
を
負
わ
な
い
）
の
も
と

で
、
効
率
的
な
注
意
水
準
が
実
現
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。

こ
こ
で
、
効
率
的
な
注
意
水
準
と
は
、
注
意
活
動
に
伴
う
費
用

と
事
故
の
期
待
損
害
額
の
合
計
を
最
小
に
す
る
よ
う
な
注
意
活

動
の
水
準
で
あ
る
。
ま
た
、
過
失
責
任
ル
ー
ル
の
注
意
義
務
は

効
率
的
な
注
意
活
動
の
水
準
に
一
致
す
る
よ
う
に
定
め
ら
れ
て

い
る
必
要
が
あ
る
。

　

こ
の
議
論
を
原
発
事
故
に
適
用
す
る
場
合
に
注
意
す
べ
き
は
、

原
発
事
故
は
、
ご
く
ま
れ
に
巨
大
な
事
故
が
起
こ
る
と
い
う
点

で
あ
る
。
特
に
問
題
に
な
る
の
は
、
有
限
責
任
性
の
も
と
で
は
、

一
定
額
以
上
の
巨
額
の
損
失
が
発
生
し
て
も
、
そ
れ
は
無
視
さ

れ
る
（
責
任
を
負
う
必
要
が
な
い
）
と
い
う
点
で
あ
る
。
こ
の

た
め
、
厳
格
賠
償
責
任
ル
ー
ル
の
も
と
で
も
、
加
害
者
は
一
定

額
以
上
の
巨
大
な
事
故
を
無
視
し
て
注
意
活
動
の
水
準
を
決
定

す
る
。
つ
ま
り
、
厳
格
責
任
ル
ー
ル
の
も
と
で
は
、
過
少
な
注

意
活
動
が
実
現
す
る
と
い
う
問
題
が
残
る
。
し
た
が
っ
て
、
事

前
の
意
味
で
の
効
率
的
な
注
意
活
動
の
水
準
を
実
現
さ
せ
る
た

め
に
は
、
加
害
者
側
に
注
意
義
務
を
課
す
こ
と
が
必
要
に
な
る

（
も
ち
ろ
ん
、
効
率
的
な
水
準
に
設
定
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
）。

　

な
お
、
以
上
の
議
論
で
問
題
に
し
て
い
る
の
は
、
事
前
の
意

味
で
の
注
意
活
動
の
水
準
で
あ
る
。
ど
ん
な
に
注
意
を
し
た
と

こ
ろ
で
、
事
故
の
確
率
を
ゼ
ロ
に
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
そ

し
て
、
事
故
発
生
後
に
、
加
害
者
の
損
害
賠
償
額
を
議
論
し
た

と
こ
ろ
で
、
事
故
の
発
生
を
取
り
消
す
こ
と
は
で
き
な
い
。
事

後
的
に
賠
償
額
を
ど
う
す
る
か
は
、
言
わ
ば
、
所
得
分
配
の
問

題
で
あ
っ
て
、
資
源
配
分
の
問
題
で
は
な
い
（
事
故
の
発
生
に

影
響
を
与
え
る
注
意
活
動
の
水
準
の
決
定
と
無
関
係
で
あ
る
）。

　
（
４
）　

そ
の
他
の
問
題

　

最
後
に
、
社
会
資
本
、
農
地
、
漁
港
の
復
旧
・
復
興
、
さ
ら

に
電
力
の
問
題
に
つ
い
て
ご
く
簡
単
に
議
論
す
る
。
ま
ず
、
社

会
資
本
の
再
建
に
つ
い
て
は
、
効
率
性
を
重
視
し
た
も
の
で
あ

る
べ
き
だ
。
日
本
の
こ
れ
ま
で
の
社
会
資
本
整
備
の
一
つ
の
大

き
な
問
題
は
、
効
率
性
を
軽
視
し
て
、
再
分
配
的
な
色
彩
の
濃
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い
事
業
が
行
わ
れ
て
き
た
こ
と
で
あ
る
。
ま
た
、
社
会
資
本
に

限
ら
ず
、
例
え
ば
、
零
細
農
家
に
対
す
る
優
遇
策
や
小
規
模
農

地
に
対
す
る
優
遇
策
が
規
模
の
拡
大
や
農
業
に
お
け
る
効
率
的

な
土
地
利
用
を
妨
げ
て
き
た
。
漁
港
も
小
規
模
の
も
の
が
多
数

あ
り
、
規
模
の
経
済
性
が
生
か
せ
な
か
っ
た
。
復
興
策
は
、
資

源
配
分
の
効
率
性
と
再
分
配
の
目
的
を
明
確
に
区
別
し
、
再
分

配
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
は
人
で
あ
っ
て
、
地
域
や
産
業
、
職
業
グ

ル
ー
プ
で
は
あ
り
え
な
い
こ
と
を
明
確
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

　

電
力
問
題
に
つ
い
て
は
、
電
気
料
金
の
値
上
げ
と
ピ
ー
ク

ロ
ー
ド
・
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
の
導
入
な
ど
に
よ
っ
て
、
電
力
需
要

の
抑
制
と
平
準
化
を
図
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
一
方
で
、
電

力
料
金
の
値
上
げ
を
電
力
会
社
の
設
備
投
資
の
増
加
に
つ
な
げ

る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
原
子
力
、
石
油
・
石
炭
・
天
然
ガ
ス
、

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
い
ず
れ
の
発
電
を
推
進
す
べ
き
か
に
予
断

を
持
っ
て
は
い
け
な
い
。
原
発
事
故
の
直
後
に
は
太
陽
光
発
電

に
注
目
が
集
ま
っ
た
が
、
現
時
点
で
は
特
に
発
電
コ
ス
ト
の
面

で
大
い
に
問
題
が
あ
る
。
理
論
的
に
は
、
二
酸
化
炭
素
の
排
出

や
自
然
環
境
に
与
え
る
影
響
、
事
故
の
コ
ス
ト
な
ど
の
外
部
費

用
を
推
計
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
発
電
方
法
に
そ
の
外
部
費
用
を
上

乗
せ
し
た
上
で
（
ピ
グ
ー
税
を
課
し
た
上
で
）、
競
争
さ
せ
れ
ば

よ
い
。
発
電
事
業
者
が
、
外
部
費
用
を
含
め
た
「
正
し
い
」
エ

ネ
ル
ギ
ー
価
格
に
直
面
す
れ
ば
、
競
争
が
効
率
的
な
発
電
方
法

を
選
択
さ
せ
る
。
ま
た
、
そ
れ
は
、
将
来
の
新
し
い
発
電
技
術

の
開
発
に
対
し
て
も
中
立
的
で
あ
る
。
な
お
、
電
力
事
業
に
お

け
る
独
占
の
弊
害
を
減
ら
す
た
め
に
は
、
中
長
期
的
に
は
発
送

電
の
分
離
が
必
要
だ
ろ
う
。
一
般
に
電
力
会
社
に
地
域
独
占
が

認
め
ら
れ
て
き
た
根
拠
は
自
然
独
占
性
で
あ
る
が
、
送
電
事
業

に
自
然
独
占
性
は
あ
っ
て
も
、
発
電
事
業
に
そ
れ
は
認
め
ら
れ

な
い
。
発
電
事
業
は
競
争
市
場
に
委
ね
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。

五　

ま
と
め

　

復
興
財
源
の
あ
り
方
を
考
え
る
上
で
は
課
税
平
準
化
の
理
論

が
重
要
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
れ
ば
、
ま
れ
に
し
か
起
こ
ら
な
い

戦
争
や
自
然
災
害
に
対
す
る
支
出
の
財
源
を
国
債
発
行
で
調
達

し
、
毎
年
の
税
率
を
な
る
べ
く
平
準
化
す
る
こ
と
で
資
源
配
分

上
の
損
失
を
最
小
限
に
抑
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、
税
負

担
を
世
代
間
で
分
担
す
る
こ
と
で
世
代
間
の
公
平
性
に
も
か
な

う
。
と
こ
ろ
が
、
復
興
費
用
は
総
額
で
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
数
％
か
ら
、

た
か
だ
か
一
〇
％
程
度
の
大
き
さ
で
あ
る
。
一
方
、
現
在
の
国

債
残
高
は
ネ
ッ
ト
で
み
て
も
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
一
〇
〇
％
を
超
え
、
こ

れ
に
年
金
・
医
療
の
隠
れ
た
債
務
を
加
え
る
と
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
三
〇
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〇
％
を
優
に
超
え
て
し
ま
う
。
つ
ま
り
、
金
額
的
に
は
、
復
興

財
源
の
調
達
は
取
る
に
足
ら
な
い
問
題
で
、
現
在
の
財
政
状
況

こ
そ
非
常
事
態
な
の
で
あ
る
。
震
災
後
、
復
興
財
源
を
め
ぐ
っ

て
多
く
の
議
論
が
な
さ
れ
た
が
、
こ
う
し
た
事
態
を
正
確
に
把

握
し
て
い
る
議
論
を
筆
者
は
ほ
と
ん
ど
聞
い
た
こ
と
が
な
い
。

（
1
）　

こ
の
論
文
は
、
平
成
二
三
年
一
一
月
二
六
日
に
慶
應
義

塾
大
学
で
行
わ
れ
た
慶
應
法
学
会
大
会
（
共
通
論
題
は
「
震

災
か
ら
復
興
へ
」）
で
の
報
告
「
復
興
財
源
を
ど
う
考
え
る

か
」
を
も
と
に
書
き
上
げ
た
も
の
で
あ
る
。

（
2
）　

一
九
六
〇
年
五
月
の
チ
リ
地
震
が
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
九
・

五
、
一
九
六
四
年
三
月
の
ア
ラ
ス
カ
湾
地
震
が
マ
グ
ニ

チ
ュ
ー
ド
九
・
二
、
二
〇
〇
四
年
一
二
月
の
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
・

ス
マ
ト
ラ
島
北
西
部
沖
地
震
が
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
九
・
一
で

あ
り
、
こ
れ
に
次
ぐ
規
模
で
あ
っ
た
。

（
3
）　

内
閣
府
の
推
計
以
外
に
、
東
日
本
大
震
災
復
興
構
想
会

議
の
検
討
部
会
に
お
け
る
河
野
専
門
委
員
の
推
計
が
あ
る

（
二
〇
一
一
年
六
月
一
三
日
公
表
）。
こ
れ
に
よ
れ
ば
、
復
興

費
用
は
一
四
兆
円
か
ら
二
〇
兆
円
の
間
で
、
内
閣
府
の
推
計

と
ほ
ぼ
一
致
し
て
い
る
。

（
4
）　

例
え
ば
、『
月
刊V

oice

』
平
成
二
三
年
一
二
月
号
で
は
、

「
徹
底
討
論
！　

復
興
増
税
の
大
問
題
」
と
い
う
タ
イ
ト
ル
で

若
田
部
昌
澄
、
土
居
丈
朗
、
飯
田
泰
之
の
三
人
の
経
済
学
者

に
よ
る
座
談
会
が
掲
載
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
こ
で
の
議
論
の

対
立
は
、
世
間
一
般
の
議
論
の
対
立
と
ほ
ぼ
同
じ
で
あ
る
。

（
5
）　

課
税
平
準
化
は
、
課
税
平
準
化
が
望
ま
し
い
と
い
う
議

論
と
、
実
際
に
政
府
は
そ
の
よ
う
に
行
動
し
て
い
る
と
い
う

両
方
の
議
論
を
含
ん
で
い
る
。
次
の
文
献
を
参
照
せ
よ
。

Barro, R. J. (1979). 

“On the determ
ination of the 

public debt

”, Journal of Political E
conom

y, vol.87, 
940-71. 

（
6
）　

公
債
の
償
還
に
十
分
な
時
間
を
か
け
る
と
、
現
在
世
代

が
税
負
担
を
免
れ
て
、
将
来
世
代
に
負
担
が
転
嫁
さ
れ
る
。

こ
の
よ
う
な
世
代
間
所
得
移
転
が
経
済
全
体
の
消
費
・
貯
蓄

に
影
響
を
与
え
て
、
マ
ク
ロ
経
済
に
影
響
を
も
た
ら
す
と
い

う
経
路
は
あ
る
。

（
7
）　

た
だ
し
、「
埋
蔵
金
」
の
活
用
が
政
府
支
出
の
コ
ス
ト
を

ゼ
ロ
だ
と
錯
覚
さ
せ
る
よ
う
な
も
の
で
あ
れ
ば
、
国
民
に
財

政
錯
覚
を
も
た
ら
し
て
、
財
政
規
律
を
一
層
ゆ
る
め
る
だ
ろ

う
。
つ
ま
り
、
明
示
的
な
国
債
発
行
よ
り
も
さ
ら
に
好
ま
し

く
な
い
効
果
を
持
つ
。

　

な
お
、
政
府
の
純
資
産
が
プ
ラ
ス
で
あ
れ
ば
、
政
府
資
産

の
取
り
崩
し
は
、
将
来
世
代
の
負
担
を
伴
わ
な
い
。
そ
の
場

合
に
は
、
過
去
の
国
民
が
復
興
財
源
を
負
担
し
た
の
で
あ
る
。
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（
8
）　

二
〇
一
〇
年
時
点
で
の
グ
ロ
ス
の
公
債
残
高
の
対
Ｇ
Ｄ

Ｐ
比
は
、
日
本
が
一
九
九
・
二
％
で
主
要
先
進
国
中
最
も
悪

く
、
イ
タ
リ
ア
の
一
三
二
％
が
こ
れ
に
次
ぐ
。
フ
ラ
ン
ス
、

米
国
は
九
〇
％
程
度
、
英
国
、
ド
イ
ツ
、
カ
ナ
ダ
は
八
〇
％

前
後
で
あ
る
。
ネ
ッ
ト
の
債
務
残
高
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
に
つ
い
て

は
、
日
本
が
一
一
四
・
九
％
、
イ
タ
リ
ア
一
〇
四
・
一
％
、

米
国
が
六
六
・
六
％
、
英
国
、
ド
イ
ツ
、
フ
ラ
ン
ス
は
六

〇
％
未
満
で
あ
り
、
カ
ナ
ダ
は
三
〇
・
三
％
に
過
ぎ
な
い
。

（
9
）　

初
年
度
の
支
出
をG

と
し
て
、
次
年
度
以
降
の
政
府
支

出
が
前
年
度
のc

（0<c<1
）
の
割
合
で
指
数
的
に
減
少
し
て

い
け
ば
、
等
比
級
数
の
和
の
公
式
か
ら
、
合
計
支
出
はG

/

（1
‒

c

）
に
等
し
く
な
る
。c=0.6
な
ら
、1/

（1
‒

c

）=2.5

で
あ
り
、c=0.75

だ
と
し
て
も1/
（1

‒
c

）=4.0

で
あ
る
。

G
=12

兆
円
と
す
る
と
、c=0.75

の
時
に
、G

/

（1
‒

c

）

=48.0

兆
円
に
な
り
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
一
〇
％
弱
の
規
模
に
な
る
。

（
10
）　

Ｎ
Ｉ
Ｒ
Ａ
政
策
レ
ビ
ュ
ーN

o.52

「
復
興
財
源
を
考
え

る
」（
二
〇
一
一
年
五
月
）
で
は
、
復
興
財
源
を
消
費
税
に
求

め
る
か
所
得
税
に
求
め
る
か
を
め
ぐ
っ
て
、
森
信
茂
樹
中
央

大
学
法
科
大
学
院
教
授
と
土
居
丈
朗
慶
應
義
塾
大
学
経
済
学

部
教
授
の
議
論
が
紹
介
さ
れ
て
い
る
が
、
言
わ
ば
「
常
識
的
」

見
解
で
あ
っ
て
、
本
論
文
の
議
論
と
は
異
な
る
。

（
11
）　

消
費
課
税
は
、
本
来
、
恒
常
所
得
に
対
す
る
課
税
と
等

し
い
と
考
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
観
点
か
ら
は
、
消
費

課
税
は
、
高
齢
者
も
若
年
者
も
（
残
り
の
生
涯
に
応
じ
て
）

等
し
く
負
担
す
る
公
平
な
課
税
だ
と
考
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

た
だ
し
、
消
費
税
（
消
費
を
課
税
ベ
ー
ス
と
す
る
付
加
価
値

税
）
は
、
そ
の
性
質
上
、
比
例
税
に
な
ら
ざ
る
を
得
ず
、
累

進
的
な
課
税
が
困
難
で
あ
る
。
消
費
を
課
税
ベ
ー
ス
と
す
る

直
接
税
（
支
出
税
）
を
用
い
れ
ば
、
累
進
課
税
は
実
行
で
き

る
。

　

な
お
、
慶
應
法
学
会
大
会
の
報
告
で
は
、
個
人
的
事
情
を

斟
酌
す
る
た
め
に
は
直
接
税
が
適
切
だ
と
述
べ
た
が
、
個
人

的
事
情
は
支
出
措
置
で
も
対
応
で
き
る
の
で
、
本
論
文
で
は
、

そ
の
点
の
議
論
を
修
正
し
た
。

（
12
）　

所
得
税
に
こ
れ
ら
の
所
得
の
概
念
を
適
用
す
る
と
、「
所

得
Ⅰ
」
の
定
義
の
も
と
で
は
、
住
宅
ロ
ー
ン
の
利
払
い
費
は

所
得
か
ら
控
除
さ
れ
な
い
が
、「
所
得
Ⅱ
」
の
定
義
で
は
所
得

か
ら
控
除
さ
れ
る
。
日
本
の
税
制
で
の
住
宅
ロ
ー
ン
利
払
い

費
の
扱
い
は
「
所
得
Ⅰ
」
の
扱
い
で
あ
る
（
住
宅
取
得
促
進

の
名
目
で
税
額
控
除
を
設
け
て
は
い
る
）。


